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1　序言　　立憲主義
　樋口陽一は、「日本ではとりわけ、『国家主権』のドグマを相対化する努
力と同時に、他方では、『社会通念』や『経済力』の圧迫から諸個人の自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）律を救い出す国家の公共的役割を再認識することが必要である。」と主張
し、「近代国民国家が人権主体としての個人をつかみ出したという役割は、
もはや歴史的使命を終えたといってよいのか。世俗的・価値中立的国家（一
九世紀型）、ついで社会国家（二〇世紀型）が、それぞれ、宗教と経済力とい
う社会的権力からの諸個人の自律を擁護するはたらきをしたことを、単な
　　　　　　　　　　　　　　　（2）る過去の出来こととなったとしてよいのか。」という疑問を提示する。周
知の如く、彼が繰り返してやまないこのような主張が導出されるに至る過
程には、市民革命憲法の課題としての「結社からの個人の解放」、更には、
個人の自由の系としての結合の自由という観点からの19世紀以降の立憲主
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義における結社の容認という現象と、日本における結社乃至法人といった
中問団体が内包する問題陛に対する意識の欠如との間に存する断絶性の認
　　　　　　　　（3）識が前提とされている。かかる断絶性は、立憲主義の一想定されうる
一属性における典型性の体現という、あるいは反対に、立憲主義の移入
における後発性という事象と相侯って、一特に諸個人が有する基本的権
利の尊重という観点に逢着する一憲法秩序体の保障を想定するに際して
議会に対する信頼を如何なる程度において持つべきか、そして、法令の合
憲性審査に纏わる制度論を如何に創案するべきかという立憲主義にとって
の重大な間題に対する回答を一面において左右する言辞を包含するもので
あろうか。そうであるとすれば、樋口の実証主義憲法理論を如何様に評価
することになろうとも、彼にとっての根底的な主張が紡ぎ出す問題提起の
重みは憲法学において真摯に受け止められなければならないように思われ
る。
　このような文脈において、フランスにおける憲法学並びに比較違憲審査
制度論を主導する立場にあるL．ファヴォルー（Louis　Favoreu）は、全体
主義体制下にあった法秩序の残澤の掃討に資することが期待される事後的
合憲性統制の体制を有する諸国との対比という観点から、全体主義の未経
験という、及び、行政訴訟体制による執行権に対する強力な統制というフ
　　　　　　　　　（4）ランスの独自性を強調する。前世紀の中葉に勃発した世界大戦が終焉した
後にヨーロッパ諸国において導入された議会に対する憲法的正当性の統制
は、その統制の進展に伴って現代国家において観念されるに至った民主主
義の基本的要素の1つを構成するという事実が一様に承認されうるとして
も、また、「（憲法院による違憲審査制という）現行の制度自体、現代諸国に
おける違憲審査制の一般化という傾向の、フランスにおける表現であるこ
　　　　　　（5）とはたしかである。」としても、例えばドイツ及びイタリアにおいては憲
法裁判所制度が導入されたということと、フランスにおいては後に200年
近くもの年月を経て1789年人権宣言が裁判規範性を発揮することとなった
ということとの間に認識されうる相違が違憲審査制度を巡る討議に及ぼし
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うる影響を過小評価してはならないのかもしれない。
　本稿は、まさしくかかる過小評価を回避するという視点を前提としつ
つ、また、人権宣言の母国フランスが近代立憲主義の完成度を最大限に誇
示しているが故に憲法秩序体の保障において一特に統治機構における議
会権力の役割をどの程度まで評価すべきかという問題との関連において
一直面している逡巡を自覚しつつ、我が国におけるフランス公法研究の
領野において一度ならず言及されてきた若干の判例を傭畷し、且つそれら
を再構成することによって、フランスにおける違憲審査制度の改革が有す
るべき方向性を展望することを志向するものである。本論に入る前に、言
及される個々の判例の具体的内容に主眼が置かれることになるわけではな
いということに留意を促しておく。
II　陰　陽一制度モデル
　議会によって制定された法律に対して審査権を行使する裁判官の存在
は、ある国家・社会が、憲法法文の中に晶化させることによって自身の基
盤に据えることを選択した諸原理並びに諸価値の尊重を確保するという意
図に起因するものであり、従って、そこにおいて言及される憲法法文の有
効性は、法律を介して表出する政治権力との関連において第一に保障され
るべきである。政治の領域を法的に合理化しようとするかかる要求は、憲
法裁判官に対して絶えず増大しゆく可能性を包蔵した職権を付与し、市民
が有する実体的諸権利の保護に資する訴訟上の保障を拡大する傾向となっ
　　　　（6）て顕在化した。しかしながら、現実的に作用する憲法訴訟体制は、憲法裁
判所に対して委ねられる多様な任務の調和的な実現を可能ならしめる、技
術的に完全な法的所産を構成するには程遠く、法文乃至制度が均衡を以っ
て作用しゆく為に肝要な組織上の機能性並びに合理性の要請を十分には射
程に入れていない様々な政治的及び文化的方向性の堆積の産物としての様
相を時として呈する。その結果、司法権が介在する場面においては一司
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法機関に関心を抱く者達が援用することにもなる一多様な階梯を伴う現
実への適応が問題となり、そして、かかる問題の更なる問題性は、種々の
政治機関によって周期的に精緻化される諸々の改革案において、司法機関
による現実への適応が十分且つ適切な体系化を獲得するには至らないとい
う事実に存すると評価されうるのかもしれない。この点において、憲法裁
判に関するフランスの状況は良き事例を構成すると言えるであろうか。
　フランスにおける合憲性統制の体制に関して一我が国の憲法学の到達
水準を以ってしては一使い古されたが如き言述を以下において展開して
みよう。
　フランスの政治生活を周遊する1つの要素は、とりわけ判例を起源とし
た変遷の結果として、1958年に制憲者によって構想された装置とは殆ど無
縁となった現在の合憲性統制の体制に対する改革案によって構成されるこ
ととなった。1958年の制憲者の構想によれば、憲法院は「合理化された議
会主義」という独自の統治形態を法的に合理化する要素として誕生したの
であり、かかる構想は、一方においては、ヨーロッパにおける他の憲法裁
判所のモデルに依拠する憲法訴訟体制を完成に導くことを可能ならしめる
修正をもたらすことには至らず、他方においては、憲法法文の尊重よりも
議会主権を擁護することに傾斜した共和政の伝統との両立を単に維持する
ことには留まらない言わば混成的な体制を生み出したのである。政治部門
と憲法院との関係においてそのような実態から派生した動力学は、1970年
代以降において憲法裁判官の役割が機能上の変動を遂げゆく過程への起爆
剤となり、通常裁判権をも視野に含めた、合憲性統制が帯びうる意義の質
的並びに量的な変遷・拡大を惹起せざるをえなかった。このような状況を
背景として提起される、合憲性統制の体制に関わる改革への志向は、個別
の裁判権の文化的乃至同業組合的な抵抗との、また、（憲法）裁判官が市民
の基本的権利・自由の思慮深き番人であることを期待する潮流とは反対に、
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純然たる法律の執行者としての役割を裁判官に対して帰属させつつ、「裁
判官統治」を懸念する一特に議会の側からの一抵抗との調整を不可避
的に招来するものとなる。
　斯くして、現代フランスの法体系においては、憲法上の諸原理乃至諸権
利の個体化を憲法裁判官と他の裁判権との間の対話的関係の所産として仮
定することによって、換言すれば、憲法原理に関わる諸々の法的言辞を駆
使する種々の裁判権において採用される判例政策との関連において、違憲
審査制度の現在における発展段階を評価することを以って、かかる個体化
の中に垣間見られる動力学を見極める作業が肝要なものとなるのであろ
う。
　フランスの憲法院によって行使されている合憲性統制の体制は、法律の
公布後に当該法律を審理する任務が憲法裁判官に対して帰せられる制度、
及び、法律に対する合憲性審査が明文によっては規定されていない諸国と
比較して、一面においてヨーロッパにおける中間のモデルを構成すると把
　　　　　　　　（7）握することが可能である。そのようなモデルの中問的特質は、自己の職権
が帯びる性質を原因として憲法院の介入に対して著しく政治的な性格を帰
属させる一連の憲法上の諸機関による請求に基づき、議会における法律の
可決から当該法律が共和国大統領によって審署されるまでの一定期間内に
おいて行われる予防的・抽象的合憲性審査を1958年憲法が規定しているに
すぎない法文上の事情に起因する。
　なかんずく抗弁の申立てを媒介として市民が合憲性審査を開始する可能
性が規定されていないという意味における審査制度内部の　　欠陥ではな
く一欠鉄は、統治上の諸特権を保障する任務に還元される機能を凌駕
し、市民が有する自由権の保護という機能を纏うに至ることによって、自
己に帰属する権限に対する漸進的な拡大解釈を憲法院が行ってきたという
意味において部分的に補完される。斯くの如く制憲者の意図が打破される
ことにより、憲法院が行使する予防的・政治的統制は、他のヨーロッパ諸
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国の憲法裁判所によって行使される裁判権に基づく合憲性審査と接合
　（8）
する。
　憲法院が行使する事前的合憲性統制は、立法法文がその効力を生ぜしめ
る前に、その立法法文に対して違憲判断が下される可能性を表象するもの
であるが故に、適法に審署される法律に対して実体的正当性の烙印を提供
し、法治状態と不可分の法的安全という価値を現実化することに寄与す
る。更に、合憲性統制の抽象的性格は、議会審議を法的な領野に移動させ
ることによって、しかし、政治的議論の進行中に法律の修正か、あるいは
憲法の改変かという選択を行うことができる最終的審判者としての議会を
維持することによって、憲法院の介入を立法手続の更なる局面として構想
　　　　　　　　　　　　（9）することを可能にするものであった。
　他方において、フランスにおける抽象的合憲性統制の体制は、一憲法
院が「憲法ブロック」の中に憲法前文を組み入れることによって、基本的
権利並びに自由の尊重を監視する権限を自己に帰属させた後も、適用過程
において判明しうるある法律の不当性に対して、市民が直接的若しくは間
接的に憲法院に異議申立てを行う可能性が欠如しているという事実に鑑み
て指摘されうる、それらの権利の保障の不完全性に加えて一憲法院と最
高司法裁判所たる破殿院並びに最高行政裁判所たる国務院（以下、コンセイ
ユ・デタ）との間の解釈上の衝突を生ぜしめる可能性を内包する。3つの裁
判機関が同一の法令に関して判断を加えなければならない場合でも、憲法
院判決は公権力及び全ての行政・司法機関を拘束する既判力を付与される
という規範的要請（1958年憲法第62条第2項）が該当せず、以前にコンセイ
ユ・デタ若しくは破殿院によって示された判決内容とは異なる判断を憲法
裁判官が示す場合においては、裁判秩序間の均衡関係に影響を及ぼしかね
ない非常に微妙な解釈上の対立が惹起される。そして、詰まるところ可動
的な境界を構成するにすぎないものであることが判明する、議会に対して
留保された権限の憲法による確定（同第34条）に関しても、各裁判権が有す
る解釈機能の間の調整という問題が検証されうる。首相が、如何なる場合
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においても、法律形式の法文の中に含まれた規定の命令としての性格に関
して審査するよう憲法院に対して要求し、デクレを以ってかかる規定を変
更する許可を獲得することができる（同第37条）のと同様に、立法者は、政
治状況に応じて、あるいは法文の一貫性を論拠として、政府の黙示的な同
意を以って、命令による規律に対して留保された領域に介入することがで
きるであろう。この問題においても、同一の事項を規制する異なる法令を
審査することになる3っの裁判権のうちのいずれも、他の2つの裁判権に
対する権威を明示的に承認されているわけではなく、特に、かかる状況に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）おいて憲法院判決の既判力が及ぶ限界が問題となる。
　フランスにおける現行の合憲性統制の体制が有する問題性は、前段にお
いて指摘された国内法の次元において確認される曖昧性に留まらず、憲法
レヴェルにおいて提供される権利保障の実効性という局面と関連して、そ
の体制が依拠する正当性の基準という局面によって構成される。近年のフ
ランスにおける司法秩序を特徴づける側面のうちの1つは、憲法院によっ
て行使される、「憲法ブロック」に対する法律の適合性についての予防的・
政治的審査を、司法裁判官並びに行政裁判官によって、また、詰まるとこ
ろルクセンブルク司法裁判所並びにヨーロッパ人権裁判所によって保証さ
れる、一ヨーロッパ人権条約を中心とした共同体法の総体によって構成
される一所謂「超国家性ブロック」と規定されうるものに対する通常裁
判権による適合性審査と接合させることに存する。人権保障に関わる司法
統制におけるこのような接合現象は、憲法院の周縁化、延いてはフランス
憲法の周縁化を惹起する可能性を包蔵したものであり、そのように参照法
文が二重化する状況の顕在化は、裁判官の規範定立機能を再確認させるこ
とによって、規範生成過程に介入する個別の機関に対する正統性の承認に
関する議論を再提起することにも通じるであろう。このことは、予防的合
憲性審査の対象を共同体の諸法令にまで拡大することを通じて憲法院の権
限を拡大することを目的とするような提案が皆無であったということを意
　　（11）
味しない。しかしながら、憲法院の地位を強化することを企図する憲法改
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正の提案は、各裁判権の判例が調和を保つことを保証する態様において、
また、自身の基本的権利を防御する為に国内レヴェルにおいても諸個人が
享有することが可能な手段を供給する態様において、それぞれの裁判秩序
における最高裁判所の側からの違憲の抗弁の申立てが導入されることに向
　　　　　　　（12）けられているのである。
　斯くして、違憲の抗弁の導入は、フランスにおける違憲審査制度を合理
化する為の緊要な要素としての様相を呈しつつ、常に憲法上の議論の組上
　　　　　　　　　　　　　　（13）にのせられる傾向にある「延期された改革」としての位置づけを付与され
るに至る。かかる憲法院改革の再提示の蓋然性並びに適切性を示すことに
通じる状況は、通常裁判官に対して非集中型合憲性統制の実施に対する彼
らの抵抗を克服せしめるような、法的次元よりも社会学的次元に属する論
拠によってももたらされているのである。そのような論拠は、1958年憲法
の体制下において非集中型合憲性統制が展開されることを可能にする法的
　　　　（14）現実によって、また、通常裁判官の抵抗は、伝統的に承認されてきた権力
分立の原理の尊重、あるいは審署された法律に対する不可侵性という定言
よりもむしろ、憲法院との関係の力学に、特に、合憲性統制に関する先決
問題付託の制度が導入された場合に、訴訟過程において抗弁を通じて提起
される法律の憲法適合性問題に関する判断が憲法院に委ねられ、その結果
　1958年憲法第62条第2項に規定されている通り一全ての公権力を拘
束する効果を有する判決を下す憲法院の地位が　　合憲性統制が行われる
領域の拡大により　　強化されることとなるために、憲法院以外の司法機
関の憲法院に対する従属関係の一予想されうる　　招来に関連するもの
　　　　　　　　（15）であるという想定によって構成される。そして、この後者の想定は、最高
行政裁判所であるコンセイユ・デタがフランスの法制度体系において占め、
且っ、憲法訴訟体制との関連において行政裁判官によって下される判決が
有しうる独自の価値を説明づけることにもなる特殊な地位にとりわけ関わ
るものである。1958年憲法によって創設された、法律に対する抽象的・予
防的合憲性統制の体制は、憲法典に従って規範定立行為を解釈し、憲法的
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価値を有する諸原理の存在を場合によっては個体化するという、通常裁判
官に対して付与されうる一般的資格を欠落させた体制であるわけではない
という説明が成立しうるとしても、コンセイユ・デタは、争訟解決機能の
みならず、政府に対する諮問機能をも備えることによって、政府による規
範生成の展開過程に参画するという役割を担っており、その結果、合憲性
審査における憲法院との競合関係が最も意識されやすい機関に変貌する傾
　　　　　　　　（16）向を有しているのである。
　憲法裁判官が追求してきた発展的な判例政策、及び、1974年の憲法改正
の結果としてもたらされた合憲性統制の強化は、コンセイユ・デタが有す
る諮問的機能の憲法院判例との整合性に対する配慮を維持しなければなら
ないという意味において、合憲性統制に関してコンセイユ・デタが果たす
　　　　　　　　　　　　　　　　（17）べき機能における並行的な発展を誘発した。そして、憲法院の側として
は、裁判権限を行使する際にコンセイユ・デタに帰属する個人的自由の保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）護という機能を強化する志向を帯びるに至ったことに加えて、議会におい
て可決された法律について審査権を行使する場合に、政府提出法案に関し
て行政裁判官が表明した意見を検討の姐上にのせざるをえないであろう。
斯くして、一方においては、市民が有する基本的権利・自由を保障する為
の憲法上の諸原理の個体化という展望において確認されうる協働的関係が
認識され、他方においては、未だ階統的・有機的関係が認識されないとい
う、合憲性統制において微妙な機能的連結の様相を呈している2つの裁判
権の間に介在する力学を捕捉する作業が、フランス型の違憲審査制度モデ
ルの進展を評価する為の有力な分析領域を構成することになる。
皿　戦略 憲法院
　フランスにおける憲法裁判官は、予防的統制という制度に基づき政治的
討論に介入することによって、政治体制を基点とした指示対象のみなら
ず、世論を基点とした指示対象の中核に位置づけられうる諸決定を表明す
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る。フランスの憲法裁判官が政治生活において発揮するこのような独自の
可視性は、それ自身の権限の拡張に対して議会が敵意を抱く傾向にあるこ
とをそれ自身が十分に自覚しているが故に惹起されうる判例政策上の動揺
を来たしつつも、各裁判権部門を合憲性統制の行使に向かわせることを目
指す判例政策の現実化を通じて、合憲性統制が及ぼされる領域の拡大を目
的とした持続的な発展路線となって憲法院の活動の中に顕在化するに至る
であろう。
　2つの憲法院判決がかかる発展路線の象徴を成すと評価することが可能
である。
　第一の判決は　　人工妊娠中絶に関する法律の憲法適合性が審査された
一1975年1月15日に遡るものである。この判決において、憲法院は、フ
ランスによって適法に批准された国際条約の法律に対する優越性という原
理を承認する1958年憲法第55条によって規定された憲法上の拘束を立法者
が尊重しているのか否かということについて審査する権限に関しては、現
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）行の合憲性統制の体制下においてはそれを有していないと宣言した。この
ような判示内容の基底においては、事前統制という制度的枠組みによって
課される厳格な時間的条件に鑑みて、議会によって批准される国際条約若
しくは国際協定までも合憲性審査の射程に収めることは憲法院にとって事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）実上不可能であるといった実践的な論拠に加えて、重大な憲法政策上の論
拠もまた看取されうるであろう。即ち、憲法院は、通常法律に対する条約
適合性統制を行使する任務を通常裁判官に対して黙示的に授権することに
よって、実質的に、当事者の発意に基づき、且つ、事前統制という制度が
不可避的に課す時間的制約に拘束されることなく、個人的諸権利の保護に
資する一般的原理に関する法律に対する統制を保証する任務を通常裁判官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）が展開するよう導いたという合憲性統制に関わる政策である。各種の裁判
権の間で展開される力学の只中にあって憲法院が採用したそのような政策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）によって提示された機能を通常裁判官が引き受けるに至った結果として、
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フランスにおける合憲性統制の体制は、憲法典が元来規定した図式によっ
ては予測されえない徴表を獲得した。共同体法の一般的原理によって、及
び欧州人権条約を中心とした人権保障に関わる国際条約によって構成され
る条約適合性統制の判断基準は、憲法上の諸権利として、「共和国の諸法
律によって承認された基本的諸原理」として、あるいは憲法的価値を有す
る諸原理として憲法院が摘出している諸原理と潜在的な合致を見出しうる
　　　　（23）ものであった。それ故、現行の違憲審査制度の性質上、条約に反する法律
の単なる不適用に限定される効果を付随させたものにすぎないのではある
が、コンセイユ・デタ並びに破鍛院によって行使される条約適合性統制は、
法律に対する間接的な合憲性統制と実体上等価なものであると見なすこと
が可能となったのである。
　しかしながら、1975年判決を前提とするなら、ある法律が、予防的合憲
性審査に付託された際に憲法院によってその憲法適合性を承認され、その
後、ある国際条約と矛盾しているためにコンセイユ・デタによってその不
適用を宣言されるという想定が常に生じうることとなる。そのような想定
に従えば、裁判権間の解釈上の対立のみならず、なかんずくフランスにお
いて制定された諸法律の侵犯、そしてフランス憲法の侵犯という法的には
受容されえない帰結を惹起するであろう。従って、1975年判決の射程は、
フランスの立法者が憲法改正により違憲の抗弁の制度を導入することによ
って、憲法院による通常裁判官に対する合憲性統制の授権を契機として起
こりうる様々な法的矛盾が解消されることへの憲法院の期待となって顕在
　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）化しうるものであったと評価されうるのである。
　憲法院が自身に纏うこのような姿勢に鑑みて、通常裁判官が条約に対す
る法律の適合性を監視する任務を受容してきており、且つ、憲法院に対し
て違憲の抗弁を付託する制度の導入を目的とした憲法改正の提案が度重な
る挫折を招来してきたという状況は、憲法院それ自身が採用してきた判例
政策の更なる展開を惹起するものである。実際、国際取極に対して審査権
が行使される場合に関してもたらされた、コンセイユ・デタの判例政策に
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おける近年の進展と相侯って、同様の問題が提起される場合に関する憲法
院の判例政策においてもある種の方向転換が検証されうる。その方向転換
は、フランスに居住する欧州連合市民による市町村会選挙における選挙権
並びに被選挙権の行使に関する1958年憲法第88条ノ3の施行要件を確定す
る組織法律の憲法適合性を審査した1998年5月20日の憲法院判決におい
て、国際法規範との関連における法律の合憲性に初めて憲法院が審査権を
及ぽしたという事実の中に確認される。かかる組織法律に対する合憲性統
制において、憲法院は、フランスが欧州連合条約を批准するに際して1992
年に改正された憲法条項に対する、そして、その憲法条項それ自身が参照
する共同体法の法文（欧州共同体構成国に居住する全ての欧州連合市民が各自
の構成国における市町村会選挙において選挙権並びに被選挙権を有する旨を規
定した欧州共同体設立条約第8条ノB第1項、及び、かかる選挙権並びに被選
挙権が行使される方式を定めた、欧州連合評議会による1994年12月19日の施行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）指令）に対する当該組織法律の適合性を審査した。この判決が憲法院によ
る判例政策において如何なる地位を占めることになるのかということの帰
趨を展望することは現段階においては困難である。一方において、まさし
く1958年憲法第88条ノ3は欧州連合条約によって規定される方式を明示的
に参照しており、更に、所謂マーストリヒト第二判決において、憲法院
は、第88条ノ3の施行要件の確定が組織法律に委ねられる場合には、市町
村会選挙において欧州共同体の帰属民が有する選挙権並びに被選挙権の行
使に関して欧州連合条約が定める方式にその組織法律の法文が適合してい
ることが要請され、従って、その組織法律は、欧州共同体設立条約第8条
ノB第1項によって承認されている権利を実施する為に共同体レヴェル
において発せられる規定を尊重しなければならないと判示していたので
（26）
ある。しかしながら、国内法と国際法（＝共同体法）との関係に対する憲法
院の一元論的とも捉えられうる姿勢は、フランスによって締結される国際
取極を遵守するという目的を以って法律がある憲法的原理の適用を除外す
る可能性を条件づけるに至る、憲法的価値を有する諸準則並びに諸原理の
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尊重という～まさしく憲法院それ自身が表明した一留保条件によって
　　　（27）緩和される。斯くして、フランスにおいて制定された諸法律に対する国際
条約の優越性は、条約適合性統制が行使される領域においてでさえ、憲法
に対する条約の優越性を招来するものと解釈することはできないという含
意を垣問見せるかかる留保条件が、他の裁判権（とりわけコンセイユ・デタ）
が採用する判例政策に対して及ぽした影響が問題となるであろう。
　合憲性統制が及ぼされる領域の拡大を志向した発展路線を表象する第二
の憲法院判決は、既に言及された一ニュー＝カレドニアにおける危急事
態を巡って下された一1985年1月25日の憲法院判決である。この判決に
おいては、現行の予防的合憲性統制の体制が課す審査開始の要件に対する
言わば部分的例外として、且つ、そのような要件と完全な撞着を惹起する
には至らない態様において、既に審署された法律の憲法適合性は、その法
律を変更・補完し、若しくはその法律の適用領域に影響を及ぼす立法規定
が憲法院に付託された場合に審査の対象となりうるという原理が確言さ
（28）
れた。この確言は、憲法院への提訴権を有する機関の側から審査が開始さ
れるという制度的枠組みを手続レヴェルにおいて尊重することを可能なら
しめるが、その定式の広汎性故に、審署された法律に対する間接的な合憲
性統制を容易に実行可能にするものであった。従って、この判決は、審署
された法律に対して異議を申し立てることはできないという教理の終焉を
刻印することによって、1958年憲法第61条によって規定されている合憲性
審査に限定されつつも、違憲の抗弁が開始されることを可能にする制度改
革を容認する憲法院の態度を表明するものであったと解される余地を有し
　　　　（29）ているのである。憲法院は、暫くの間、審署された法律に対して合憲性統
制が行使される可能性が適用されうる条件を吟味することもなく、その可
　　　　　　　　　　　　　（30）能性を活用してはこなかったのであるが、1999年になって、ニュー＝カレ
ドニアに関する組織法律の憲法適合性を審査するに及び、1985年から施行
されていた、裁判上の企業更生並びに企業清算に関する改正法律の諸条項
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　　　　　　　　　　　　　　（31）が憲法に適合していない旨を宣言した。
　しかしながら、憲法院が採用してきたそのような判例政策が如何様に展
開されようとも、条約上の諸規範が問題となる領野において確認されうる
ように、既に審署された法律が場合によっては違憲であると宣言されると
いう帰結は、制度的に廃止する為の立法者による介入が行われない限り、
実際上は通常裁判権の判例政策に依存することになる。憲法不適合の法律
への対処を巡る言わば授権行為の唯一の明示的源泉を構成する憲法院の諸
判決を参照することによって、施行中の法律を不適用とするべきか否かを
決定することは通常裁判権に帰属する行為であろう。
IV　超　克 国務院
　フランスにおける通常裁判権は、憲法院によって行使されている予防的
合憲性審査の展開において見出される含意に従って、国際条約に対する法
律の適合性の統制を展開するに至っていると評価することが可能であろう
が、その一方において、国際条約の法律に優越する効力を定める1958年憲
法第55条を保障することに通じるそのような特殊な機能を受容すること
は、少なくとも今日に至るまでは、通常裁判権にとって、訴訟の進行中に
場合によっては提起されうる違憲の抗弁の申立てに対する審査権の行使を
完全に受容することを意味するものではなかった。このような事実との関
連においては、1989年10月20日判決を以って一国内法規範に対する共同
体法規範並びに国際法規範の優位を承認した、欧州共同体諸国における最
高裁判権のうちの1つとなった一コンセイユ・デタが自身にもたらした
独自の方向転換は、法律に対する事後的な異議申立てを行うことはできな
いとする裁判官の伝統的な立場を潜在的に放棄するものとして解釈されう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）るが故に、一層際立つ現象であると言えるのかもしれない。そして、コン
セイユ・デタによって下されたその後の一連の諸判決の中には、1989年に
打ち出された路線を確認しつつ、かかる路線が内包する潜在性を顕在化さ
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せるものとして分析されうる判決が存在する。
　当初、行政裁判官は、立法形式の法文についての単なる適合的解釈を以
ってではなく、国際法規範に反する法律の不適用という根本的な解決策を
通じて、つまり立法者の行動に関する判断を招来する選択を通じて、国際
条約と法律との間に場合によっては不一致が顕在化するということを承認
するという、憲法院によって示唆された発想に従い、両規範間の適合性に
対して審査権を行使することを受容した。しかしながら、法律と条約との
関係における適正という局面を審査することは実質的に行われても、国際
条約に対するフランス憲法の優越性を検証する作業を必要とするであろ
う、1958年憲法第55条の中に包含されうる司法統制の別の局面については
審査権は行使されてこなかった。この点に至り、国際取極の批准法律の存
在が、その種の審査を展開するに際して問題となる。裁判官は、ある条約
の憲法適合性に関して審査権を行使することにより、自身が伝統的には拒
否してきた権限の中に進入しつつ、訴訟の進行中に議会制定法に対して間
接的な統制を及ぼすに至るであろう。
　このような仮定は、フランスとマリ共和国との間で締結された、両国間
の司法協力に関する協定に根拠を置く犯罪人引渡しが問題となった事例に
おいて、コンセイユ・デタが1996年7月3日に下した判決の中で最初に検
　　　　　　　　（33）証されることとなった。申立人は、腐敗行為を理由として正当化される自
己の引渡しは、政治的な理由によって引き起こされる、彼に対して訴追を
遂行しようとする意図を以って現実には要求されているという異議を申し
立て、それ故、政治的動機を理由とした犯罪人引渡しの許可を禁止する、
外国人の犯罪人引渡しに関する1927年3月10日法律に反することを理由と
して、マリ共和国当局に対する彼の引渡しを許可する1995年3月17日デク
レの取消しを請求した。行政裁判官が直面していた解釈上の問題は、後に
フランスの国内法においても法律形式の法文として規定されることとなっ
た、フランスとマリ共和国との間で効力を有している条約の諸条項は、政
治的動機を理由として要求される犯罪人の引渡しを否定する可能性を明示
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的には規定していないという事実によって構成された。1989年以来採用さ
れてきた発想に従い、法律に対する条約の優越性を確言することによっ
て、申立人による請求を認容されえないものと宣言するという選択肢をコ
ンセイユ・デタは有していたであろうが、それに反して、本件においては、
政治上の目的を理由として犯罪人の引渡しが要求される場合には、フラン
ス国はその要求の対象となっている外国人の引渡しを拒否しなければなら
ないとする、共和国の諸法律によって承認された基本的原理に照らして本
条約を解釈しなければならないという方針が前提とされた。この方針を明
示した後に、コンセイユ・デタは、かかる基本的原理において確認されう
る犯罪人の引渡しに対する留保条件の不存在を宣言することによって、申
立人の請求を棄却した。コンセイユ・デタによるこのような判断手法に関
しては、欧州共同体の構成諸国間における犯罪人引渡しの向上に関する条
約案の中に含まれていた諸条項の合憲性についてコンセイユ・デタが政府
に対して提示した答申の中で表明されたものと同一の観点が訴訟部におい
ても採用されたということを1996年7月3日判決は表象しているというこ
とが付言されるべきであろう。コンセイユ・デタは、1995年11月9日の答
申において、1927年3月10日法律によって、及び、フランスがそれまでに
締結してきた条約によって表明された準則に鑑みて、政治的性格を有する
と見なされる犯罪を理由とした犯罪人の引渡しを拒否する権利を国は自己
に留保しなければならないとする原理は、共和国の諸法律によって承認さ
れた基本的原理を構成し、それ故、1946年憲法前文に基づき憲法的価値を
　　　　　　　（34）有すると判断していた。既に示唆されたように、行政裁判官の側から憲法
的原理が個体化されるに至ったことは驚くべき事実ではなかったのであ
（35）
るが、かかる原理を明示的に規定しているわけではない国際条約を解釈す
るに際して、そのように個体化された憲法的価値を有する原理を援用する
ことによって国際条約における欠訣を補完するという手法は、憲法と国際
条約という2つの類型の法源の間で矛盾が顕在化する場合には、前者が後
者に対して優越するという原理を行政裁判官が黙示的に肯定したという解
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釈を成立せしめる徴表を有しているが故に、行政裁判権において問題とな
りうる憲法規範と国際法規範との関係に関してある種の斬新性を帯びるこ
　　　（36）
ととなった。
　その一方においては、コンセイユ・デタは、1996年判決を以って、憲法
上の原理に従って国際条約を解釈するという解決策を提示するに留まり、
行政裁判官が選択を行うよう要請される対象となる相反する2つの規範が
十分に析出されなかったために、条約に対する憲法の必然的な優越性を確
言したわけではなかったという曖昧性も指摘されうる。この曖昧性は、一
面において、国際法の観点からであろうと、締結された国際取極の尊重を
命じる憲法的原理の観点からであろうと、二国間の合意において表明され
た規範の欠如が、政治的動機を理由として要求される犯罪人の引渡しに関
する留保条件をマリ共和国に対して利用しないという、フランス政府の意
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）思の推定と見なされることに資するものでもあった。
　国際法規範に対して憲法規範が呈する価値に関する曖昧性は、その後の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）1998年10月30日のコンセイユ・デタ判決を以って解決されることになる。
この判決を下すに際して、コンセイユ・デタは、ニュー＝カレドニアの独
立の達成を目指した独自の自治憲章を付与することを目的とした特有の制
度的情景が規定されることによって、1958年憲法に対する数多くの適用除
外が招来される原因ともなりえた憲法改正との関連において、重要且つ微
妙な政治問題が提起されているまさしくその条件自身に立脚しつつ、憲
法、法律、条約という3つの法源間の関係を明晰化する必要性に迫られて
いたのである。
　ニュー＝カレドニアの領土内に居住しているフランス市民によって提起
された訴訟は、1998年7月に行われた一ニュー＝カレドニアに対して固
有の地位を承認することによってその自治権の拡大を図る為に、ニュー＝
カレドニアに対する権限移譲等を規定する一憲法改正によって新設され
た条項を政府が実施する為の一ニュー＝カレドニアの自治権を拡大する
目的に基づくそれに対する権限移譲等を規定する1998年5月5日のニュ
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一＝カレドニアに関する協定の承認に関わるニュー＝カレドニアにおける
住民投票の組織化に関する一1998年8月20日のデクレを取り消すことを
　　　　　　　（39）請求内容としていた。特に、新設された1958年憲法第76条によって規定さ
れた上記の住民投票を実施するに際して、投票の際の人口較差を回避する
目的により、ある一定の日付より以降に領土内に居住するようになった住
民に対しては投票母体の構成を凍結する旨を上記デクレが規定しているこ
とが争点となったのであるが、現実には、申立人によって提起された請求
内容は、2つの異なる局面に関連するものであった。一方においては、選
挙の規律に関する立法上の、及び憲法上の多様な諸条項に対する、デクレ
の中に含まれた適用除外が異議申立ての対象となっていた。しかしなが
ら、住民投票に関わる条件、若しくはそれによって招来される憲法・法律
に対する適用除外はまさしく新設された憲法第76条に直結するものである
ので、取消しを求める請求の対象となっているデクレは直接的に憲法を適
用した結果として発せられたものであったという理由により、コンセイ
ユ・デタは、立法上の諸条項を殿損する一と申し立てられた　　デクレ
の中の諸条項に対して審査権を行使することを回避することが可能となっ
た。この局面に関しては、行政裁判官は、法律の憲法適合性に対しては自
己の統制を及ぼすことを拒否するという伝統的な判例政策から結果的には
逸脱していなかったのである。他方においては、上記デクレによって規定
された投票母体の形成が、市民的及び政治的権利に関する国際規約並びに
欧州人権条約において規定された投票権の行使に関する諸条項に対する侵
害を構成するか否かということが問題となっていた。コンセイユ・デタが
この問題に対して回答を提供する際に、条約に対する侵害行為が確認され
る蓋然性は極めて低かったとしても、いずれにせよ、国内憲法に対する条
約適合性統制が適用される可能性は存在していたであろう。しかしなが
ら、行政裁判官は、憲法第55条によって国際取極に対して帰属させられる
優越性は、国内法秩序においては、憲法的性質を有する諸条項には適用さ
れないということを明示することによって、かかる間題を提起することに
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は理由がないと判断した。このような推論過程は、憲法規範と抵触するあ
る国際条約規範に根拠を有する国内法上の法令あるいは判決を適用しない
ことによって、憲法規範と国際法規範との対立が顕在化した場合に、後者
よりも前者を優先させる処理をコンセイユ・デタは受容するであろうとい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）う帰結を含意するということに留意するべきである。
　コンセイユ・デタによって打ち出されたこのような新奇な方針は、1989
年以来採用されてきた判例政策が内包する方向性の論理的帰結を構成する
ものとして解釈することが可能である。憲法院による誘引を契機としてコ
ンセイユ・デタが1989年に創始した判例政策は、通常裁判官の側からの法
律に対する直接的合憲性統制を開始することに傾斜する自己の潜在的可能
性を全面的に展開したわけではなく、更に、自己が行使する合憲性統制を
法律の条約適合性にまで拡大することを志向する憲法院と、国内法秩序に
おいて導出される基本的諸原理の優越性を確言することによって、国内法
秩序への国際法規範の進入を抑止することを時として志向するコンセイ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）ユ・デタとの間の齪齪も顕在化しているという事実が摘示されうる。この
ような問題性が認識される状況下において、1998年10月30日判決は、行政
裁判官が、憲法に抵触すると想定されうる国際法条項に立脚した法令の有
効性に対する不服申立てに遭遇した結果、事件を解決する為に適用される
ことを要請される諸規範の有効性の核心に接近することを余儀なくされる
状態を表象するものとなった。現に効力を有している条約をそれが憲法と
両立しない規範内容を有しているということを理由に不適用とすること
は、国際取極に対する具体的・事後的な合憲性統制を行うことと等価であ
り、従って、そのような統制は、保障のレヴェルにおいて、憲法院によっ
て確保される抽象的・予防的合憲性統制と競合することとなる。一方にお
いて、憲法裁判官にとって、議会が制定する通常法律を以って批准される
条約が憲法に抵触すると評価されうる場合に、その批准法律も違憲なもの
と評価されうるのであれば、他方において、国際取極の批准法律のみに自
己の対象を限定し、他の諸法律を対象とすることはない合憲性統制を正当
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化する法的論拠を貫徹することが行政裁判官にとって困難であるならば、
合憲性統制を巡るそのような状況は、コンセイユ・デタ、及びフランス国
内の他の裁判権が、国際法規範を援用する申立人らの圧力の下に、増大し
つつある国際法規範、及び人権に関する諸条約が有する独自の内容を考慮
に入れつつ、抗弁方法を通じて立法者の活動に対する　　非集中型合憲性
統制に非常に接近した一一統制を展開するよう促されるという事態を予示
　　　　　　　　　　　　　　　　　（42〉するものであると捉えることが可能なのである。
V結語一改革のベクトル
　フランスにおける合憲性統制の現況を巡って展開される分析は、憲法裁
判官が発揮する法解釈機能の認識の中に、そして、合憲性統制に委ねられ
る法的領域の漸進的な拡大を志向する法理論の活用の中に見出される潜在
性に関わる帰結を導出する傾向にある。
　憲法院並びにコンセイユ・デタあるいは破殿院が採用してきた判例上の
実践により、憲法裁判官によって行使されている法律に対する抽象的・予
防的合憲性審査に、他の裁判権によって行使される非集中型具体的・事後
的合憲性統制が結合されうるであろう、また、憲法解釈に統一性を付与す
ることを可能にする唯一の形式的要素が憲法院によって下寄れる諸判決の
既判力に存するであろう合憲性統制の体制が現段階において予示されてい
る。このような予示が現実化した場合には、審署された法律に対して異議
を申し立てることはできないという原理において識別される法律の価値が
揺らいでしまうという事実に起因する法的不安定性が、それと同時に、諸
個人が有する基本的権利の保障における更なる実効性がフランスの法秩序
の中に導入されるに至る。この展望が内包する不確実性は、フランスにお
ける各種の裁判官が顕在化させる判例上の傾向においてよりも、そのよう
な新奇な合憲性統制のモデルが機能しゆく条件に関する認識の欠如におい
て確認されるであろう。
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　従って、憲法訴訟体制を合理化する為の諸要求は、それそれの要求が作
用する文脈となる政治的・制度的体制の側からの一義的な回答という恩恵
に常に浴するわけではない。フランスの事例においては、憲法院によって
顕在化されたその権限の拡大傾向は、違憲の抗弁の制度を導入することを
志向する、通常裁判官によって促進されてきた判例政策においてなかんず
く表出した。そして、違憲の抗弁の制度は、憲法上の言表についての理解
に対して全ての裁判官が採用する立場を調和化するという目的を達成する
ことによって、且つ、諸権利の所持者たる訴訟当事者が合憲性統制を始動
させることを可能ならしめることによって、諸個人が有する基本的権利の
保障をヨリ実効的なものにする状態を現実化する要素として概念構成され
てきたのであった。その一方においては、憲法訴訟体制が獲得しうるその
ような適性は、議会を中心とした政治部門の側からの、場合によっては他
の裁判権の側からの抵抗に遭遇しうる憲法裁判官の地位の強化という傾向
を付随させるものであるが故に、1990年代以降顕著になった、コンセイ
ユ・デタによる合憲性統制への参入は、憲法院との協働よりも競合という
属性を伴ったものとして位置づけられることもまた可能である。
　しかしながら、諸個人が有する基本的権利・自由の保護に対して実効性
を付与しようとする企図が、一訴訟方法・抗弁方法の双方に基づく法律
に対する審査を包摂することによって、憲法解釈の統一性を確保する為の
手続様式を享有しているような、ヨーロッパ諸国において採用されている
合憲性統制のモデルに着想を求めつつ一憲法院によって行使されている
抽象的・予防的合憲性統制を具体的・事後的統制を以って補完することによ
り現実化の方向に向かうのであれば、行政裁判官が誇示する近年の判例政
策の動向から導出されうる、通常裁判官による非集中型合憲性統制の潜在
的実現は、一フランスにおける人権保障の歴史にヨリよく調和する装置
として一諸法令の合憲性に関する憲法院への先決問題付託の制度が議会
によって是認される為の誘因としての機能を果たすことにもなりうるとい
うことも否定できないのであろう。
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La　Ve　R6publique　vue　des　Etats－Unis，in1～ωπ6伽4名o甜ヵ％ゐ1づ6εオ46彪so16％06
ρol痂σ％66％Fπ吻666渉δ126！㎜％g67（RPP），No5／6－1998，p．1892etsuiv．また、周
知のように、かかる接合現象は、結社の自由に関する1971年7月16日判決（C．C16
juillet1971，no71－44DC，Rec。29．）以来、憲法的価値を承認される「法の一般原理」
や立法者に対して課される「憲法的価値を有する目的」といった一連の不文規範に
　まで憲法院が所謂「憲法ブロック」の範疇を拡大してきたことによって表象されう
　るであろう。Cf．Bemard　Stim，L6s励6π禽6％g％ε就o職3e6d．，Montchrestien，
2000，pp．61－62．
（9）　この点において、政治部門における立法過程に対して憲法訴訟体制が及ぼす影
響力から派生する動力学が問題となろう。See　Alec　Stone，Goveming　with
Judges二the　New　Constitutionalism，in　Go∂67η初8焼θN6ωE郷砂6，edited　by
Jack　Hayward　and　E（1ward　C　Page，Oxford，Polity　Press，1995，pp．294－308，and
A．Stone，丁勉B魏hρプノ初漉o乞αl　Pol歪オ乞os初F㎎％6a　Th6Coκsだ伽ガo％l　Co％％6iJ初
Co窺鋼彫伽6P6ゆ60吻6，New　York－Oxford，Oxford　University　Press，1992，pp．
119－139．
（10）　V．Jacques　Robert　et　Jean　Duffar，Z）名oズ云s461ンho解窺66！IJ68π禽ヵη一
磁郷6吻1θs，7e6d．，Montchrestien，1999，pp．146－147．本文において言及された、裁
判権間の解釈上の対立が生じる場面の想定に基づき、憲法院に対して違憲の抗弁の
　申立てを開始することを可能にする制度がフランスにおいて導入されることの可否
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　を巡る問題が学説上意識されてきた。V．p．ex．L．Favoreu，Le　Conseil　con－
stitutionnel　r6gulateur　de1’activit6normative　des　pouvoirs　publics，in　RZ）P，No
　1－1967，P．120，Id．，《L’exception（i’inconstitutionnalit6》est－elle　indispensable
　en　France　P，in∠レzη躍zJ名6初孟67刀4！乞o％‘zl46ブz‘sあ6600，zsガ伽ガo，zη6116，1叩i，1992，p．22，
　et　Frangois　Luchaire，．乙6　Co多zs6♂1　60％sだ！z‘房o％％6乙　7b解z6　1－0㎎とz％ゑsαあo，z　6≠
。4甜励麟o箆s，2e6dition　refondue，Paris，Economica，1997，p．191et　suiv．
（11）　V．Proposition　de　loi　constitutiomelle　tendant　a　comp16ter　le　titre　XV　de
　la　Constitution　afin　d’instituer　un　contr61e　de　constitutionnalit6des　projets　d’
actes　des　Communaut6s　et　de　rUnion　europ6ennes，pr6sent6e　par　MM．Pierre
Mazeaud　et　Robert　Pandraud，D6put6s，le13mars1996，in　Assemb16e　nationale，
　Z）o伽nz6％お勿zl6”z6螂α動εs，Xe16gislature，n・2641．C五〇livier　Passelecq，No蒼11e
　Lenoir，Frangois　Luchaire，Laurent　Cohen－Tanugi，Xavier　De　Roux，Louis
Favoreu　et　Didier　Maus，Les　constitutions　nationales　face　au　droit　europ6en．
Conf6rence一（i6bat－12　juin　1996，in　1～6z7z66ノ玩o％9α乞s6　46　五）名o〃　oo％s！舜％あo銘％6」
　（Rπ）C），No28，1996，p．675et　suiv．
（12）議会少数派に対しても憲法院への提訴権を付与することの可否と相侯って、憲
法院に対してある法令の憲法適合性に関する先決間題付託を一一特に破殿院若しく
はコンセイユ・デタの請求に基づき一行うことを可能ならしめる制度の導入は、
1958年憲法制定時からの懸案事項であった（V．Comit6national　charg6dela　publi－
cation　des　travaux　pr6paratoires　des　institutions　de　la　Ve　R6publique，五）ooπ一
　”zεっz云sメ》o％7　sθη疹γδ　1’hづs渉027646　12‘5Z‘zわoπμづo％　‘」6　Z‘z　Co銘sガ渉z6あ07z　‘！％　4　00渉oθ名召
　ヱ958，VoL　I，Des　origines（ie　la　loi　constitutionneUe　du3juin1958a1’avant－
projet　du29jui11et1958，Paris，La　Documentation　Frangaise，1987，pp．381－388．）。
周知のように、前者の問題は提訴権者拡大の方向を以って1974年に解決されたのに
対し、後者の問題に関しては、一裁判権間の更なる解釈上の抵触、及び判例政策
の競合的な展開に対する懸念を主たる理由として一その制度の導入による憲法院
改革は元老院の反対を以って1990年に放棄された。V．Pierre　Avril　et　Jean　Gic－
que1，L6Co銘s6ズ160競伽あoηη61，4e6d．，Montchrestien，1998，pp．21－22，et
Genevieve　Gondouin，Le　Conseil　constitutionnel　et　la　r6vision　de　la　Constitu・
tion，in　RPP，No2－2001，pp．499－502．主として元老院による反対を原因としてフラ
ンスにおける合憲性統制の体制についての改革の試みが挫折してきたことは、事前
統制並びに事後統制という法律に対する二重の統制が憲法院によって行使されるこ
とにより、また、憲法院に対して提訴を行う主導権を政治部門の独占権から剥奪す
るに至る、憲法裁判官の機能の拡大により、法令並びに権利保障の体系の一貫性へ
の配慮よりも、統治構造における議会の中心性の更なる後退現象に焦点が当てられ
るという事実を以って約言されるであろう。斯くして、違憲の抗弁を導入すること
による憲法院改革への反対者は、立法者が憲法規範から逸脱する状態と、かかる逸
脱の結果として制定された法律に対する違憲の抗弁を契機としてもたらされること
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が予想される法的不安定性の状態とを比較衡量し、前者を選択する観点に立つこと
　になる。V．Dmitri　Georges　Lavroff，L64名厘！60％s読％〃oη％6146臨7e　Rゆ％6蹉
　卿6，3e6d．，Paris，Dalloz，1999，pp243－244．
（13）　Cf．F．Luchaire，Le　contrδ1e　de　la　loi　promulgu6e　sur　renvoi　des　juridic－
tions：Une　r6forme　constltutiomelle　differ6e，inノのP，No6－1990，p．1625et　suiv．，
　et　L．Favoreu，La　question　pr6judicielle（ie　constitutionnalit6，0p．cit．，p．265．
（14）M．デュヴェルジェ（Maurice　Duverger）の見解によれば、1958年憲法の発効
は、違憲の抗弁を審査する権限がないという立場を維持する為にコンセイユ・デタ
が伝統的に提示してきた2つの論拠、即ち、一現行の体制下においては厳格な境
界画定の対象となることによって、憲法院による審査にも服する一法律の異論の
余地なき至上性と、一現在では1946年憲法前文並びに1789年人権宣言への参照を
通じて明確に規定されている一憲法典における人権カタログの不在を欠如させて
のことであった。このことは、デュヴェルジェにとって、少なくとも1946年憲法前
文並びに1789年人権宣言に依拠して法律の合憲性を審査する権限を通常裁判所に対
　して付与した一とデュヴェルジェが解釈する一1958年6月3日の憲法的法律に
　よって実定法上裏づけられる。V．Maurice　Duverger，L6簿s孟2耀　ρo♂魏碗6
ノ勉郷召ぬP”π60％s魏魏づoη彫1αSoづ6％06ρol乞吻％6，21e6己，PUF，1996，pp．462－463．
他方においては、個々の条項についての多様な解釈を可能ならしめる法文上の欠飲
　を数多く内包する1958年憲法の規範構造に着目する見解も見られる。例えば、デタ
　レによって変更することを目的として法律形式の法文が命令としての性格を有する
　と宣言するよう憲法院に要求することを首相に対して許可する1958年憲法第37条の
規定により、審署された法律に対する合憲性審査が一定の場合において認められる
　と想定する見解である。当然のことながら、かかる合憲性審査においては、法律の
無効化というサンクションではなく、法律から命令へという規範形式の変更という
サンタションが憲法院によって課されることになるのではあるが。憲法院の判例に
おいては、命令としての性格を有する規定が法律の中に含まれているということだ
けでは、その法律を憲法違反のものと宣言するには足らないと1982年7月30日判決
　において判断されたものの（C。C．30juillet1982，no82－143DC，cons．11，Rec．59．
なお、最近の判決としては、2000年7月27日の憲法院判決において、1958年憲法第
41条において規定された政府による不受理を以っての対抗が立法手続の過程におい
て行われない場合には、法律の中に含まれているある規定は、それが命令としての
性格を有しているという理由のみにより、憲法違反の異議申立ての対象となること
はないという趣旨が反復された。V．C．C27juillet2000，no2000－433DC，cons．22，
Rec．121。）、1985年1月25日判決においては、既に審署された法律の憲法適合性
は、一その審署された法律を単に実施する為の立法規定ではなく一その法律を
変更・補完し、若しくはその法律の適用領域に影響を及ぼす立法規定が憲法院に付
託された場合に審査の対象となりうると判断された（C．C・25janvier1985，no85－
　187DC，cons．10，Rec．45．）。V．D．Rousseau，Z）名o髭伽oo窺6鋭勿観oo％s渉露厩彦o％％1，
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5e6d．，Montchrestien，1999，P．132，PP．211－214et　pP．269－271，et　E　Luchaire，Lε
　Co％s（ガl　ooπs”！z6ガo％多z64　ρ汐．6髭．，pp．185－186．
（15）　この文脈において、1958年憲法第55条に従って国際条約に反する法律の適用を
除外する旨を判示することによって従来維持されてきた判例からの方向転換を図っ
た、コンセイユ・デタの1989年10月20日判決（C．E．Ass。200ctobre1989，Nicolo，
Rec．190．）は、憲法院改革として違憲の抗弁の制度を導入することを巡って行われ
ていた議会審議とほぼ時を同じくして下されたものであるという事実と相侯って、
ある法律に対する訴訟当事者による憲法違反の申立てを直接的に審査する行政裁判
官という形姿によってかかる制度が導入される意義を減殺し、憲法院の地位が相対
的に向上する事態を抑止するという戦略的意図を伴っていたと解釈される余地があ
るという指摘も為されている。V．D．Rousseau，Z）名碗吻60漉％擁観oo％5読観o陥
　麗4の。6露．，p．219，et　Emmanuel　N6grier，Le　cr6puscule　d’une　th60rie　juris－
pmdentielle：L’6cran16gislatif　et　les　droits　communautaire　et　constitutionnel，
　inノヒZ）P，No3－1990，p．797．
（16）Cf．Dani61e　Lochak，加ブ観初癬擁嬬飽〃∂6，3e6d．，Montchrestien，1998，
pp．34－36，et　Anne　Jeannot－GasnieちLa　contribution　du　Conseil　d’豆tat　a　la
fonction16gislative，in1～Z）P，No4－1998，PPユ162－1166。
（17）　V．Jacques　Chevallier，L’6volution　du（iroit　administratif，inノのP，No5／6－
　1998，p．1799et　p．1801．
（18）1958年憲法第66条第2項は、個人的自由の尊重を監視する役割が司法機関に帰
属する旨を規定しているのであるが、憲法院によれば、「共和国の諸法律によって
承認された基本的諸原理」の中には、性質上司法機関に対して留保される事項を除
　き、執行権を行使する機関が公権力上の特権の行使に際して下す決定を取り消す、
若しくは変更することは、最終的には行政裁判所の権限に属するとする原理が存在
　し、その点において、行政裁判権が司法裁判権と同等の立場に置かれることにな
　る。V．C　C．23janvier1987，no86－224DC，cons．15，Rec．11．実際、行政行為の適
法性に関する解釈乃至審査を巡る権限という問題は、権力分立の原理と、司法の良
　き運用という観点に基づく司法権の貫徹という原理との相克を先鋭化させるであろ
　う。V．David　Dokhan，Lεs　JJ解」≠お4％oo％伽6」646砺60％s読％！勿％％1あ646sα砿6s
　l醇乞s嬬於，LGDJ，2001，pユ55．
（19）1958年憲法第61条の適用により下される判決は、違憲であると宣言された全て
　の条項の審署並びに施行を妨げる憲法第62条に照らして絶対的且つ終局的な性格を
呈するということに鑑みると、憲法第55条において定立された原理は、それが条約
の適用領域に限定されており、また、相互主義という条件に従属したものであるが
　ために相対的且っ偶発的な性格を呈し、従って、合憲性統制によってその保障を確
保しうる性質のものではないと憲法院は推論した。V．C．C．15janvierl975，no74
　－54DC，cons．4，Rec．20．
（20）　V．L　Favoreu　et　Lo充Philip，L6s　g名朋46s惚傭勿銘s伽Co％s6Jl60％s渉伽〃o％一
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　％1，10e6d．，Dalloz，1999，pp．326－327．
（21）　C五D．Rousseau，Dzo窃4％oo螂6魏劾催607zs漉z漉o多z7z64ρ1）．6髭．，p．218，et　Jean
　－Claude　B6cane，La　loi　revisit6a　R6flexions　sur　les　rapports　entre　la　loi　et　l’Etat
de　droit，in〃16伽g6s8％12ho捌θ％746烈6舵。4∂疵Lσ1吻％61吻6，Montchres－
tien，2001，p．171．実際、1986年9月3日の憲法院判決においては、それぞれの権限
　の範囲内において国際条約の実施を監視する任務は各種の国家機関に帰属するとい
　うことが明示された（C。C3septembre1986，no86－216DC，cons．6，Rec．137。）。
（22）憲法院判例におけるかかる政策の通常裁判官による受容は、コンセイユ・デタ
においては、前掲の1989年10月20日判決（C．E．Ass．200ctobre1989，Nicolo，Rec．
190．）に加えて、1990年6月29日判決（C　E。Ass．29ju量n1990，Groupe　d7informa－
tionetdesoutiendestravailleu1simmigr6s，Rec．171．〉によって、破殿院にお）・て
　は1975年5月24日判決（Cass．mixte，24mai　l975，Soci6t6des　Caf6s　Jacques
Vabre，D．一S。1975．J．497。）によって表象される。
（23）　人権保障に関する国際条約、特に欧州人権条約がコンセイユ・デタの判例に及
ぼす影響が増大してきたという状況は認識されうるであろうが（V．p．ex．Paul　Cas－
　sia　et　Emmanuelle　Saulnier，Le　Conseil　d’Etat　et　la　Convention　europ6enne　des
　droits　de1’homme，in乱4．伽α1漉勿癬勿％o－Z）名o髭認吻嬬枷班（∠4刀）帰），20mai
1997，p．411et　suiv．）、他方において、合憲性審査を行う際の判断基準として憲法院
が援用する様々な定式と、行政行為に対する適法性統制の領域においてコンセイ
ユ・デタが伝統的に援用してきた「法の一般的原理」という範疇との問に存在する
法的意味の相違が喪失されるわけではないであろう。V．L．Favoreu，Principes
96n6raux　du（iroit　et　principes　fondamentaux　reconnus　par　les王ois　de　la
　R6publique，inノ～6∂寓6ノ物％ρ8露646∠）m〃召4卿’％お！鴬云グ（ノ～m盛），sept．一〇ct。1996，
pp．882－885．また、フランスにおける現行の合憲性統制の体制下にあっては、法律
　に対する合憲性統制の準拠規範の中に国際条約が包摂されておらず、市民は憲法院
　に対する直接的な提訴権を有していないがために、人権の国内的保障と国際的保障
　という2つの技術は独立的に展開される傾向にあるという意味において、人権保護
の2っの体系は競合せず、「累積的な」性格を有しているという事実が指摘されう
　る。V．Protection　constitutionne11e　et　protection　intemationale　des　droits（ie　r
homme：concurrence　ou　complementarit6P，Rapport　pr6sent6par　la　d616ga－
　tion　frangaise　a　la　IXe　conf6rence（ies　Cours　constitutionnelles　euroP6ennes
　（Paris，10－13mai1993），in1～ED畳，sept．一〇ct．1993，p．869．
（24）　この点において、1986年から1995年にかけて憲法院院長を努めたR．バダンテ
ール（Robert　Badinter）が、司法客体たる個人を合憲性統制に参画させる憲法院改
革に対して抵抗する潮流が依拠する論拠にはいずれも正当性が欠如していることを
示すことによって、フランスにおける憲法訴訟体制の完成、及び法治国家の強化と
　いう観点からかかる改革の今日的意義について語ったことは示唆的であろうか。
V．Le　Conseil　constitutiome1：Entretien　avec　M．Robert　Badinter，in　RDP，No
56　早法77巻2号（2002）
5／6－1998，p．1333et　suiv．更に、1958年憲法の改正問題が浮上してくることに対す
る動因を憲法院が一面において与えてきたという事実が指示されうる。V．St6・
phane　Pierr6－Caps，Les　r6visions　de　la　Constitution　de　la　Cinquiδme　R6publi－
que：temps，conflits　et　strat6gies，in1～DP，No2－1998，PP。421－426．
（25〉　C．C20mai1998，n。98－400DC，Rec．251．Cf　D。Rousseau，Chronique　de
jurispru（1ence　constitutionnelle　l997－1998，inノ～Z）P，No1－1999，PP．58－59。
（26）　C．C．2septembre1992，no92－312DC，cons．28，Rec．81．
（27）C．C．20mai1998，no98－400DC，cons。15，Rec．254．既に1980年7月17日判決
において、憲法院は、ある国際取極の批准法律が憲法院に付託されることにより、
その国際取極の憲法適合性に関する審査が開始されるということを確認していた。
V．C　C．17juillet1980，no80－116DC，cons．1，Rec．36－37．Cf．Jean－Paul　Costa，
La　Convention　europ6enne　des　droits　de1’homme　et　la　Constitution　de　la
France，inL6％o膨側60ns伽ガo％nα1ゑs鵬漉伽9εsε％醜o％％％74εG6灘び
　CO呪4C　Economica，2001，p．247．
（28）　C．C．25janvier1985，n・85－187DC，con＄10，Rec．45．
（29）但し、本文において指示された方針を一各市民に対して異議申立てが開かれ
ていると仮定されうる一選挙訴訟に適用することを憲法院は明瞭に拒否する。
1958年11月7日のオルドナンス（Ordonnance　no58－1067du7novembre1958）を以
　って、制憲者は、国民議会議員選挙若しくは元老院議員選挙に関する争訟について
裁定を下す権限を憲法裁判官に対して付与し、それにより、各選挙区における全て
の選挙人並びに立候補者が当該選挙に対する異議申立てを提起する可能性が提示さ
れたが、かかる権限を付与する規範において用いられている定式の広汎性にも関わ
　らず、選挙訴訟において裁判権が果たすべき機能は、如何なる様式においても法律
に対する抗弁方法による審査と結合してはならず、司法裁判官並びに行政裁判官が
通常行うように、専ら法律の適用についての判断を行うことに存するということを
明確化することに憲法院は専心してきたとされる。V．Jean－Pierre　Camby，Lε
　Co％s6乞160％s魏％〃o卿z以ブz‘866160渉o勉」，2e6d．，Dalloz，2001，ppユ6－20．
（30）　1985年1月25日判決以後、審署された法律の憲法適合性に関して憲法院の審査
権が行使される可能性については、1989年7月25日判決（C．C．25juillet1989，no89
－256DC，cons．10，Rec．55．）、1991年8月2日判決（（ンC．2aoat1991，n。91－299DC，
cons．5，Rec．125．）、1994年12月20日判決（C．C20d6cembre1994，no94－350DC，
cons．3，Rec．135．）、1997年3月20日判決（C．C．20mars1997，no97－388DC，cons．
15，Rec．35－36．）等において憲法院によって示唆された。
（31）C．C．15mars1999，no99－410DC，Rec．51．この判決において、憲法院は、ニ
ュー＝カレドニアの住民にまで適用範囲が拡大された、1985年1月25日法律（Loi
No85－98du25janvier1985）において規定された諸条項の憲法適合性を審査した。
殊に、更生手続における個人制裁の対象となった者が選挙に基づく公職に従事する
　ことを裁判官による宣告を媒介とすることなく禁止する第194条の規定は、1789年
憲法秩序体の保障における《抽象》と《具象》の狭間（江原）　57
人権宣言第8条によって表明された刑罰の必要性原理に反するものであると宣言さ
　れた。V．aussi　D．Dokhan，L6s　J1彫砧器4％oo銘〃6」646彪oo％3痂％あo％％σ」露」46s
側6sJ翻s観於，の．o舜。，PP。172－173．
（32）C五C．E。6novembre1936，Arrighi，S．1937．III．33．周知の如く、コンセイユ・
デタの伝統的な立場に従えば、行政行為と憲法との聞に如何なる法律も介在してい
　ない場合にはその行政行為の憲法適合性に関する審査が問題となりえようが、法律
が行政行為の規範的根拠としての役割を果たしている場合には、法律に適合してい
　る行政行為に対して違憲判断を下すことは間接的にその法律に対して違憲判断を下
すことを意味するという理由を以って、その行政行為の憲法適合性に関する審査は
問題となりえない。従って、法律に対する国際法並びに共同体法の優越性を承認す
　ることは、1989年当時においてかかる判例理論に対して例外を設けるものであっ
　た。V．E．N6grier，Lecr6pusculed’uneth60riejurispru（ientielle，op．cit．，pp。786
　－794．
（33）C．E．Ass．3juillet1996，Kon6，Rec．255．Cf．Jean－Marie　Delarue，Conclu－
　sions，inノ～π）盛，sept．一〇ct．1996，p．870et　suiv．
（34）　Avis　du　Conseil　d’豆tat，Assemb16e　g6n6rale（Section　de　lフint6rieur），No357
　344－9novembre1995，in　Conseil　d’亘tat，ノ～砂ゆoπP励1づ6ヱ995E劾46s6を406％一
　〃z6忽s，No47，La　Documentation　Frangaise，p．396．Cf．Guy　Braibant，Le　contr61e
　de　la　constitutionna胱6des　lois　par　le　Conseil　d’Etat，in　L6noz‘％‘zz‘60ηs云づ渉z漉o多z・
　多z‘zlZs〃z（ろ　oプ）．6π．，pp．189－190．
（35）　コンセイユ・デタがその判示内容において共和国の諸法律によって承認された
基本的原理を導出するという方法は、結社の自由に対してかかる基本的原理たる性
質を付与した1956年7月11日判決（C．E．Ass．pl6n．11juillet1956，Amicale　des
Annamites　de　Paris　et　sieur　Nguyen－Duc－Frang，Rec。317．）に遡る。この点にお
　いて、1958年憲法によって憲法院が創設されたという事実は、憲法的価値を有する
諸原理を導出する為に憲法を解釈する権限を司法裁判所並びに行政裁判所が維持す
　ることとは無関係であったと言えよう。
（36）　V．Gilles　Pellissier，Le　Conseil　d’Etat　pose　un　nouveau　principe　de　valeur
　constitutionnelle，in　L6s　P6痂硲14が勉h6s，20d6cembre1996－No153，pp22－25，
　Gilles　Guiheux，L’impact　de　rarret　Kon6sur　la　hi6rarchie　des　normes，in　L6s
　Pε癬6s14が七h6s，27d6cembre1996－No　l56，pp．13－16，et　D．Dokhan，五6s　l伽舵s伽
oo飾δ16吻彪60競伽渉加瑠漉伽観6s♂翻s佐喚．の．碗．，PP．351－352．
（37）　コンセイユ・デタによる前記1995年11月9日答申において表明された原理に鑑
　みて、マリ共和国との間で条約を締結する際に、政治上の目的を以って要求される
犯罪人の引渡しを拒否する権利をフランス側が留保しなかったという事実は、本文
　において指摘されたフランス政府の意思の黙示的な表出であると解釈することが可
　能になる。V．Didier　Chauvaux　et　Thierry－Xavier　Girardot，Chronique　g6n6rale
　de　jurisprudence　administrative　frangaise，in澱ノ囲，200ctobre1996，P。724、
58　早法77巻2号（2002）
（38）　C．E　Ass．300ctobre1998，Sarran　et　Levacher　et　autres，Rec．368．
（39）　Cf．Jean－Yves　Faberon，Nouvelle－Ca16donie　et　Constitution：La　r6vision
　constitutionnelle（iu20juillet1998，in1～PP，No1－1999，p．113et　su圭v．
（40）　V．Fabien　Raynaud　et　Pascale　Fombeur，Chronique　g6n6rale　de　jurispru－
dence　administrative　frangaise，in∠4／D4，20d6cembre1998，P．965．なお、国際取
極に対して付与される優越性は、国内法秩序においては憲法的価値を有する諸条項
には適用されないという方針は、2000年6月2日の破殿院判決においても確認され
　た。V．Cass．ass．p16n．，2」虚n2000，Fraisse，D．2000．J．865．
（41）　C五　Deny・s　de　B6chillon，De　quelques　incidences　du　contr61e　de　la
conventionnalit6intemationale　des　lois　par　Ie　juge　ordinaire（Malaise　dans　la
CQnstitution），in1～Fヱ）レ4，mars－avri11998，PP．232－233，et　Jean－Paul　M＆rkus，Le
contrδIe　de　conventionnalit6des　lois　par　le　Consdl　d’Etat，in・4／Z）虹，20f6vrier
　1999，P．112．
（42）V．Patrick　Wachsmam，Lフarticle55de　la　Constitution　de1958et　les
conventions　intemationales　relatives　aux　Droits　de　l’Homme，in　RZP，No5／6－
1998，pp．1684－1685．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（了）
〔付記〕本稿は、2001年度早稲田大学特定課題研究助成費による研究成果の一部であ
　る。
